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広陵町・香芝市 

  



「広陵町・香芝市共同中学校給食センター協議会」 

設置に関する協議書 調印式 

 

１ 調印式次第（１０時００分～１０時１５分） 

 (1) 開会 

(2) 経過説明 

(3) 協議書調印 

(4) 記念撮影 

(5) あいさつ 

   広陵町長 山村 吉由 

    香芝市長 吉田 弘明 

 (6) 閉会 

 

 

２ 記者会見（１０時１５分～１０時３０分） 

  



中学校給食事務の共同化に係る経過 

 

平成２４年 ７月 「香芝市立中学校給食実施検討委員会」を設置し、中

学校給食の実施方式について検討 

 

平成２５年 １月 「香芝市立中学校給食実施検討委員会」より「中学

校給食の実施はセンター方式」と決定され香芝市長

に答申される。 

 

平成２６年 ２月 「広陵町中学校給食運営委員会」を設置し、中学校

給食の実施方式などについて検討 

 

平成２６年 ９月 「広陵町中学校給食運営委員会」より「中学校給食

の実施はセンター方式」と決定され広陵町長に答申

される。 

 

平成２６年１０月 広陵町、香芝市が「１市１町による中学校給食セン

ター共同処理について」合意 

 

平成２６年１１月 広陵町・香芝市共同給食センター検討会を設置 

 

 

平成２７年 １月 「広陵町・香芝市共同中学校給食センター協議会に

関する協議について」広陵町及び香芝市両議会の議

決を経る。 

 

平成27年２月１日 「広陵町・香芝市共同中学校給食センター協議会」

設置 

 

 

  



広陵町・香芝市中学校給食事務の共同化の概要 

１ 対象市町 

  香芝市及び広陵町 

２．対象市町の概要 

区 分 香 芝 市 広 陵 町 

人口 

（平成 26 年 4 月 1 日現在） 
７８，１５２人 ３４，７５３人 

世帯数 

（平成 26 年 4 月 1 日現在） 
３７，３１１ １２，２２３ 

面積 24．23ｋ㎡ 16．33ｋ㎡  

財政力指数 

（平成25年度数値（3カ年平均）） 
０．６５４ ０．５８１ 

標準財政規模 

（平成 25 年度普通会計決算） 
１４，５９１，４７８千円 ７，２７４，６６０千円 

職員数（教育長含む） 

（平成 26 年 4 月 1 日現在） 
５７１人 ２１５人 

議員数（定数） １６人 １４人 

小学校数 １０校 ５校 

小学校児童数 

（平成 26 年 5 月 1 日現在） 
５，４９８人 ２，２２６人 

小学校職員数 

（平成 26 年 5 月 1 日現在） 
３１０人 １３０人 

中学校数 ４校 ２校 

中学校生徒数 

（平成 26 年 5 月 1 日現在） 
２，６７０人 １，０４１人 

中学校教員数 

（平成 26 年 5 月 1 日現在） 
１６０人 ６７人 

 

  



３ 共同運用の方式等 

 (1) 協議会方式(管理執行協議会) 

地方公共団体の事務の一部を共同して管理執行するため、議会の議決を

経た協議により規約を定めて設置（地方自治法第２５２条の２の２） 

管理執行協議会が関係地方公共団体の執行機関の名においてした事務の

管理執行は、それぞれ関係地方公共団体の執行機関がしたものとしての効

力を有する。(同法第２５２条の５)協議会は法人格をもたず、関係地方公

共団体から派遣された職員がそれぞれ派遣元の地方公共団体の身分を有し

たまま、その事務を処理する。 

 (2) 協議会の設置時期 平成２７年２月１日 

(3) 協議会が管理する給食センターを香芝市・広陵町が共同で建設し、中学

校給食の事務を共同で行う。 

(4) 給食センターは広陵町大字三吉地内に建設し、平成２８年４月から給食

を開始予定。 

 

４ 共同事務による効果 

 (1) 財政上の効果 

   給食センターの建設を１市１町が共同で行うことで、施設整備に係る費

用の大幅な削減が見込める。また、運営面においても人件費、ランニング

コスト等の経費削減を図ることができる。 

 (2) 地産地消の促進 

   両市町のコンパクトな地理的長所を生かしながら、地元農業や食品加工

業、卸小売業の連携した地産地消の取り組みを促進することができる。 

 (3) 食育の充実 

   それぞれの市町に配属されていた県費栄養教諭・学校栄養職員、市町栄

養士の専門職を集約することにより、食に関する指導及び食育の充実と推

進を図ることができる。 

 

５ 今後のスケジュール 

 (1) 地方自治法第２５２条の２の２第２項に基づく奈良県知事へ協議会設置

の届け出。 

 (2) 給食センター建設に伴う実施設計の策定 

(3) 平成２７年度に給食センターを建設 

(4) 平成２８年４月から、広陵町と香芝市による中学校給食の共同事務を開

始予定。 

  



広陵町・香芝市共同中学校給食センター協議会設置に関する協議書 
 
香芝市と広陵町（以下「関係市町」という。）は、中学校給食に関する事務を

共同して管理し、及び執行するため、広陵町・香芝市共同中学校給食センター協

議会（以下「協議会」という。）設置に関する協議について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２５２条の２の２第３項に基づき、関係市町の議会にお

いて議決を経たので、同条第１項の規定に基づき別紙のとおり規約を定め、協議

会を置くものとする。 

この協議の成立を証するため、本書２通を作成し、関係市町の長が署名押印の

上、それぞれ各自１通を保有する。  

 

 

 

平成２７年１月２８日 

            

             北葛城郡広陵町大字南郷５８３番地１ 

             広陵町長 

             

 

             香芝市本町１３９７番地 

香芝市長 

            

             

              

 



広陵町・香芝市共同中学校給食センター協議会規約

目次

第１章 総則（第１条―第５条）

第２章 協議会の組織（第６条―第１３条）

第３章 協議会の会議（第１４条―第１６条）

第４章 協議会の担任する事務の管理及び執行（第１７条）

第５章 協議会の財務（第１８条―第２７条）

第６章 補則（第２８条―第３２条）

附則

第１章 総則

（協議会の目的）

第１条 この協議会は、複雑多様化する学校給食の効率化を図るため、中学校

給食に関する事務を共同して管理し、及び執行することを目的とする。

（協議会の名称）

第２条 この協議会は、広陵町・香芝市共同中学校給食センター協議会（以下

「協議会」という。）という。

（協議会を設ける市町）

第３条 協議会は、香芝市及び広陵町（以下「関係市町」という。）がこれを

設ける。

（協議会の担任する事務）

第４条 協議会は、次に掲げる事務を管理し、及び執行する。

(1) 中学校給食施設の設置に関する事務

(2) 中学校給食施設の管理に関する事務

(3) 中学校給食の運営に関する事務

(4) その他中学校給食について必要な事項

（協議会の事務所）

第５条 協議会の事務所は、奈良県北葛城郡広陵町大字南郷５８３番地１広陵

町役場内に置く。

第２章 協議会の組織

（組織）

第６条 協議会は、会長及び委員３人をもって組織する。

（会長）

第７条 会長は、関係市町の長が協議して定めた関係市町の長をもって充てる。

（委員）

第８条 委員は、関係市町の長（会長となった者を除く。）及び教育長をもっ



て充てる。

（任期等）

第９条 会長及び委員の任期は、関係市町の長及び教育長の任期による。

２ 会長及び委員は、非常勤とする。

（会長の職務代理）

第１０条 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじ

め指定した委員がその職務を代理する。

（職員）

第１１条 協議会の担任する事務に従事する職員（以下「職員」という。）の

定数及び当該定数の関係市町別の配分については、関係市町の長が協議によ

り定める。

２ 関係市町の長は、前項の規定により配分された定数の職員を、それぞれ当

該市町の職員のうちから選任するものとする。

３ 会長は、職員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき、又

は職員に職務上の義務違反その他職員たるに適しない非行があると認めると

きは、その解任を求めることができる。

（職員の職務）

第１２条 会長は、職員のうちから主任の者（以下「事務長」という。）を定

めなければならない。

２ 事務長は、会長の命を受け、協議会の事務を掌理する。

３ 事務長以外の職員は、上司の指揮を受け、協議会の事務に従事する。

（事務処理のための組織）

第１３条 会長は、協議会の会議を経て、協議会の事務を処理するために必要

な組織を設けることができる。

第３章 協議会の会議

（会議）

第１４条 協議会の会議は、協議会の事務の管理及び執行に関する基本的な事

項を決定する。

（会議の招集）

第１５条 協議会の会議は、会長がこれを招集する。

２ 委員２人以上の者から会議の招集の請求があるときは、会長はこれを招集

しなければならない。

３ 会議開催の場所及び日時は、会議に付議すべき事件とともに、会長があら

かじめこれを委員に通知しなければならない。

（会議の運営）



第１６条 協議会の会議は、現に在任する委員の半数以上が出席しなければ、

これを開くことができない。

２ 会長は、協議会の会議の議長となる。

３ 協議会の会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、協議会の会議

で定める。

第４章 協議会の担任する事務の管理及び執行

（関係市町の長の名においてする事務の管理及び執行）

第１７条 協議会がその担任する事務を関係市町の長の名において管理し、及

び執行する場合においては、協議会は、当該事務に関する広陵町の条例、規

則その他の規程（以下「条例、規則等」という。）を関係市町の当該事務に

関する条例、規則等とみなして、当該事務をその定めるところにより管理し、

及び執行するものとする。

２ 広陵町は、前項の条例、規則等を制定し、又は改廃しようとする場合にお

いては、あらかじめ香芝市と協議しなければならない。

３ 広陵町長は、第１項の条例、規則等が制定され、又は改廃された場合にお

いては、その旨を香芝市長及び会長に通知するものとし、香芝市長は、当該

条例、規則等について公表を要するものがあるときは、直ちにこれを公表す

るものとする。

第５章 協議会の財務

（経費の支弁の方法）

第１８条 協議会の事務の管理及び執行に要する費用は、関係市町が負担する。

２ 前項の規定により関係市町が負担すべき額は、関係市町の長が協議により

決定する。この場合において、関係市町の長は、あらかじめ協議会に、協議

会が要する経費の見積に関する書類の提出を求めるものとする。

３ 関係市町は、前項の規定による負担金を、年度開始後直ちに協議会に交付

しなければならない。

（歳入歳出予算）

第１９条 協議会の歳入歳出予算は、前条第３項の規定により交付される負担

金及び繰越金その他の収入をその歳入とし、協議会の事務の管理及び執行に

要する全ての経費をその歳出とするものとする。

（歳入歳出予算の調製等）

第２０条 会長は、毎会計年度歳入歳出予算を調製し、年度開始前に協議会の

会議を経なければならない。

２ 協議会の会計年度は、地方公共団体の会計年度による。

３ 第１項の規定により歳入歳出予算が協議会の会議を経たときは、会長は、



当該歳入歳出予算の写しを速やかに関係市町に送付しなければならない。

（予算の補正）

第２１条 関係市町の長は、協議会に係る既定予算の補正更正を必要と認める

場合においては、その協議により当該既定予算の補正更正すべき額を決定す

る。

２ 協議会は、協議会に係る既定予算の補正を必要と認めるときは、その旨を

関係市町の長に申し出るものとする。

３ 前項の申出があったときは、関係市町の長は、直ちに第１項の協議をしな

ければならない。

４ 第１項の規定により関係市町の長が協議会に係る既定予算の補正すべき額

を決定したときは、前３条の規定の例により、これを行うものとする。この

場合において、第１８条第２項中「前項の規定により」とあるのは「協議会

に係る既定予算の補正のため」と、同条第３項中「年度開始後直ちに」とあ

るのは「直ちに」と、前条第１項中「毎会計年度歳入歳出予算を調製し、年

度開始前に」とあるのは「補正予算を調製し、速やかに」と読み替えるもの

とする。

（出納及び現金の保管）

第２２条 協議会の出納は、会長が行う。

２ 協議会に属する現金は、会長が協議会の会議を経て定める銀行その他の金

融機関に、これを預け入れなければならない。

（協議会出納員）

第２３条 会長は、職員のうちから協議会出納員を命ずることができる。

２ 協議会出納員は、会長の命を受けて協議会の出納その他の会計事務を掌る。

３ 会長は、その事務の一部を協議会出納員に委任することができる。

（決算等）

第２４条 会長は、毎会計年度終了後速やかに協議会の決算を作成し、協議会

の会議の認定を経なければならない。

２ 前項の規定により決算が協議会の会議の認定を経たときは、会長は、当該

決算の写しを速やかに関係市町の長に送付しなければならない。

（財産の取得、管理及び処分の方法）

第２５条 協議会の担任する事務の用に供する財産に関しては、会長の意見を

聴き、関係市町が協議してそれぞれ取得し、又は処分するものとし、当該財

産の管理は、協議会がこれを行う。

２ 協議会は、前項の財産を管理する場合においては、当該管理に関する広陵

町の条例、規則等を関係市町の当該管理に関する条例、規則等とみなして、



当該管理を、その定めるところにより行うものとする。この場合において、

第１７条第２項及び第３項の規定を準用する。

３ 協議会の予算の執行に伴う財産の取得及び処分並びにこれらの管理に関し

ては、前２項の規定にかかわらず、関係市町の長が協議して定めるものを除

いては、協議会が定めるところによりこれを行うものとする。

（契約）

第２６条 協議会の予算の執行に伴う契約で協議会の規程で定めるものについ

ては、会長は、協議会の会議を経なければ、これを締結することができない。

（その他の財務に関する事項）

第２７条 この規約に特別の定めがあるものを除くほか、協議会の財務に関し

ては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）に定め

る普通地方公共団体の財務に関する手続の例による。

第６章 補則

（事務処理の状況の報告等）

第２８条 協議会は、毎会計年度少なくとも２回以上、協議会の管理し、及び

執行した事務の処理の状況を記載した書類を関係市町の長に提出するものと

する。

２ 関係市町の長が協議して定める市町の監査委員は、法の例により協議会の

財務に関する事務の執行及び協議会の経営に係る事業の管理を監査する。こ

の場合において、監査委員は、監査の結果を関係市町の長に報告しなければ

ならない。

（関係市町の長の監視権）

第２９条 関係市町の長は、必要があると認めるときは、協議会の管理し、及

び執行した事務について報告をさせ、又は実施について事務を視察し、若し

くは出納を検閲することができる。

（費用弁償等）

第３０条 会長、委員及び職員は、その職務を行うために要する費用の弁償等

を受けることができる。

２ 前項の費用弁償等の額及び支給方法は、規程でこれを定める。

（協議会解散の場合の措置）

第３１条 協議会が解散した場合においては、関係市町がその協議によりその

事務を承継する。この場合において、協議会の収支は、解散の日をもって打

ち切り、会長であった者がこれを決算する。

２ 前項の規定による決算は、事務を承継した関係市町の長においてこれを監

査委員の審査に付し、その意見を付して議会の認定に付さなければならない。



（協議会の規程）

第３２条 協議会は、その会議を経てこの規約に定めるもののほか、協議会の

担任する事務の管理及び執行その他協議会に関して必要な規程を設けること

ができる。

２ 前項の規程のうち公表を要するものがあるときは、会長は直ちに関係市町

の長に当該規程を送付し、これを公表することを求めることができる。

附 則

この規約は、平成２７年２月１日から施行する。


